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【まとめ】 

 本研究では，交通安全に関する児童の自己評価

の発達と，安全教育が自己評価に及ぼす影響を検

討した。アンケート調査の結果，自己評価に学年

差が見られたが，先行研究調査から発達以外の影

響も示唆された。また，教育により児童の自己評

価が変化するか否かを調べたところ，全学年とも

教育前後で有意差は見られなかった。以上の結果

や有識者との勉強会からの情報により，児童の適

切な自己評価スキル育成のための配慮点を整理

した。 
 
１．研究の目的 

 日本の交通事故の状況を見ると，歩行中の事故

が多い現状が継続している。歩行中の事故死傷者

数を概観すると，7歳児が最も多く，飛び出しが

事故原因になる場合が顕著となっている

1）

。この

統計が示すように，更なる交通事故低減のために，

子どもを対象にした安全対策が重要となる。 

 交通参加者が事故を惹起しないためには，自ら

の能力などを適切に評価する技量が求められ

2）

，

このスキル（自己評価スキル）を育成するための

教育が実施されている

3）

。交通安全に関わる自己

評価スキルの検討はドライバを中心に実施され

ているが

2）

，子どもを対象にした検討は殆ど見ら

れない

4）

。特に，子どもを対象に交通安全教育を

実施する場合には，発達的特徴に配慮した学習内

容や方法が必要となるが

5）

，交通安全に関する子

どもの自己評価に関する発達的特徴を示した研

究は散見される程度である

4）

。 

 本研究では，小学生（以下，「児童」と記す）

を対象にして，交通安全に関する自己評価の発達

的変化を把握することを目的とした。また，発達

段階に応じた教育を行うことで，児童の自己評価

が変化するか否かを調査した。さらに，調査で得

られた結果や，有識者との勉強会などで取得した

情報を参考にして，児童の適切な自己評価スキル

を育成するための配慮点を抽出した。 
 
２．研究方法と経過 

2-1 自己評価に関するアンケート調査の実施 

 全学年を対象にしたアンケート調査を実施し，

交通安全に関わる児童の自己評価の学年差を検

討することを目的とした。 

 

2-1-1 方法 

（1）対象者 

 茨城県つくば市にある小学校 1 校の協力のも

と，1 年生から 6 年生の計 304 名を対象にアンケ

ート調査を実施した（表 1）． 

表 1.アンケート調査に参加した児童の人数 

 学年 1 2 3 4 5 6

年齢 6-7歳 7-8歳 8-9歳 9-10歳 10-11歳 11-12歳

男児（人） 30 24 25 29 19 30

女児（人） 18 25 27 29 28 20

合計（人） 48 49 52 58 47 50  
（2）アンケートの構成と質問内容 

 アンケート調査は，児童の性別や登下校手段な

どを記載するフェイスシートと，交通安全に関す

る自己評価などの選択式の質問からなる構成と

した。主な質問内容と選択肢は下記の通りである。 

（a）自分は正しい道路の歩き方を知っていると

思うか（選択肢：知っている，知らない）。 
（b）自分は交通事故に遭わないと思うか（選択

肢：遭わない，遭う）。 
（c）青信号を遵守すれば，交通事故に遭わない

と思うか（選択肢：遭わない，遭う）。 
（d）交通事故は，偶然生じるものだと思うか（選

択肢：偶然，非偶然）。 
 （a）は交通安全の知識に関する自己評価，（b）

は児童のリスク認知，（c）は青信号時の児童のリ

スク認知，さらに（d）は交通事故の発生過程に

関する理解を調査するための設問であった。 

（3）調査の実施方法と実施時期 

 調査の実施および用紙の配布と回収は，本調査

の目的を理解した各学年の担当教員にお願いし

た。アンケートへの記入に際しては，自分の考え

を正直に回答するように児童に教示した。 

 アンケート調査は 2017 年 6 月に実施し，2−2
節に記す交通安全教育の前に終了するようにし

た。なお，アンケート調査は，対象とした小学校

の校長，および各学年の担当教員に，調査目的，

児童のプライバシーの配慮などに関する説明を

行った上で実施した。 

2-1-2 結果と考察 

 道路横断方法の知識に関する自己評価につい

て，児童の回答率を学年毎に求めた（図 1）。 

 横断方法の知識に関する自己評価について，学

年間に有意差が見られ（図 1：χ
2
（5）＝15.03，

p<0.01），6 年生において「知らない」と回答す

る児童が多かった。 



 また，横断方法の知識に関する自己評価とその

他の質問内容との関連を学年別に調査したとこ

ろ，6 年生では，道路横断方法の自己評価と青信

号時の児童のリスク認知との間に負の連関（Φ係

数：-0.32）が認められたが，それ以外には，大

きな関連は見られなかった。さらに，6 年生を対

象にして，対象者が 5 年生時との対応を調べたと

ころ，回答に変化が見られない児童が多かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.道路横断方法の自己評価の学年差 

 以上の結果から，横断方法の自己評価には発達

の影響が見られ，高学年になると，「自分は横断

方法を知らない」と回答する児童が多くなると推

察される。先行研究では，高学年になると自らを

否定的に評価するといった結果が報告されてお

り

6）

，この高学年の傾向が「自分は道路の横断方

法を知らない」と回答した原因と推察される。一

方で，2 ヵ年に渡って６年生の回答結果が変化し

なかったという結果も得られており，児童の性格

や態度，世代，児童を取り巻く周囲の環境なども

自己評価に影響すると推察される。 
 また，6 年生の結果では，「適切な道路の横断

方法を知っている」と自己評価した児童が，「青

信号時でも交通事故に遭う」と回答する傾向が見

られた。すなわち，6 年生では，交通安全にとっ

て正しい知識（青信号でも事故の可能性があるこ

と）を有している児童が，自分は横断方法を知っ

ていると回答しており，適切な自己評価だったと

考えられる。ただし，自己評価の適切性について

は，児童の実際の横断行動や知識などの客観的な

指標との対応をもとに考察する必要がある。 

2-2 交通安全教育の実施と効果の検証 

 発達段階に応じた交通安全教育により，道路横

断方法の自己評価が変化するか否かを調査し，教

育の効果を把握することを目的とした。 
 また，歩行中の事故が多い 1 年生を対象にして，

教育前の横断行動を観察し，道路横断方法の自己

評価との対応を把握した。 

（1）教育対象者と実施日時 

 児童への教育は，低（1・2 年生），中（3・4
年生），高（5・6 年生）学年別に 45 分間で実施

した（表 2）。 
表 2.教育対象者と実施日時 

 
 
 
 
 
 
（2）児童対象の教育内容と実施方法 

 効果的な安全教育の遂行のため，児童の学齢段

階に応じて，以下の内容で教育を実施した。 

（a）低学年 

 児童が適切な道路の横断方法を習得すること

を目的とした。教育では，右側の見通しが悪い交

差点を体育館に模擬し，見通しの悪い箇所には，

接近する車両（パネル）とドライバ役を配置した。

教育の手順は下記の通りである。 
・実施する安全教育の主旨と，教育内で想定する

交通状況を児童に説明した。 
・模擬交差点を利用して，専門家が適切な道路の

横断方法の説明と実演を行った。 
・専門家の実演後，各児童が模擬交差点を実際に

横断した（1 回目の横断）。児童の保護者が教育

担当者となり，自らの子どもの横断行動を観察

し，適切な点を褒め不適切な点を問いかけた。 
・1 回目の横断後，多くの児童で遂行が困難であ

った確実な確認に焦点を当てて，専門家が児童

に解説と実演を再度行った（焦点化訓練）。 
・焦点化訓練後，児童と保護者がペアを組んで，

模擬交差点を横断し，確実な確認を学習した。 
・保護者との横断後，再度，各児童が模擬交差点

を横断し（2 回目の横断），保護者はその様子を

観察して，問いかけを行った。 
・最後に，専門家がまとめて教育を終了した。 
（b）中学年 
 子どもの交通事故の原因や対策を主体的に学

習できるように，中学年対象の小集団討論を行っ

た。教育の手順は下記の通りである。 

・実施する安全教育の主旨と，集団で討論する内

容（見通しの悪い道路の横断方法）および小集

団討論の配慮点（他者の話を聴く，など）につ

いて，専門家が中学年に説明した。 
・児童 7・8 名が 8 班の小集団に分かれて，討論

を実施した。各集団には，専門家と地域ボラン

ティアをそれぞれ 2 名配置し，児童の意見の筆

記と，討論が停滞した際に，問いかけにより進

行を補助した。 
・小集団討論後，班毎に意見の発表を行った。 
・発表後，普段から事故に遭わない横断方法を遂

行するよう中学年に求め，教育を終了した。 
（c）高学年 
 高学年が安全や他者への配慮を主体的に学習

できるように，集団登下校時の低学年への対応に

ついて，小集団討論を行った。教育の手順は中学

年と同様であった。 

（3）教育による自己評価の変化に関する調査 

（a）実施内容と方法 

 実施した安全教育の効果を把握するため，児童

対象のアンケート調査を行った。また，道路の横

断方法の教育を受講した１年生については，自己

評価と実際の行動との対応関係を把握するため，

学習状況下の児童の横断行動を観察した。 
 アンケート調査は，2-1-1（2）に記した質問内

容を教育実施前後で児童に回答するように求め

た。さらに，1 年生の横断行動の観察は，焦点化

訓練前後の1回目と2回目の横断行動をビデオ記

録し，確認行動を中心に解析を行った。 
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 なお，以上の調査は，保護者および小学校に調

査の趣旨と目的，さらにはプライバシー保護など

について説明し，了解を得た上で実施した。 

（b）結果と考察 

（b-1）教育による自己評価の変化 

 道路横断方法の自己評価が教育の受講により

変化するか否かを調査するため，教育前後のアン

ケート調査結果を比較した。 
 調査の結果，全学年において，教育前後で道路

の横断方法の自己評価に有意差は見られず，適切

な道路の横断方法を自分は知っていると評価す

る児童の割合が，教育後でも 7 割を越えていた。 
 以上の点から，実施した発達段階に応じた安全

教育は，道路の横断方法に関する自己評価を変化

させることが困難であると推察される。ただし，

交通安全教育による自己評価の変化について考

察する場合には，以下の点に注意する必要がある。 

・教育後のアンケート調査は，教育を実施した当

日に回答を求めており，学習により知識を習得

したと児童が認識したため，道路の横断方法を

「知っている」と答え，結果として教育前後で

差が見られなかったと推察される。 
・本調査では，全学年を対象にして，道路の横断

方法に関する知識や行動に関するデータを取

得しておらず，実際の児童の知識や行動と児童

の自己評価との対応が，教育により変化したか

否かを考察するまでには至っていない。 
 以上の点から，今後，児童が実際に習得してい

る横断方法の知識や行動を調査して，児童の自己

評価の適切性を把握することが必要である。 

（b-2）1年生の自己評価と実際の行動の対応 

 1 年生の自己評価と実際の道路の横断行動と

の対応を調べるため，教育前のデータを分析対象

として，自己評価の回答別に、学習状況下の横断

行動を比較した。 
 その結果，道路横断方法の自己評価に関する児

童の回答の違いにより，周囲を確認する回数に有

意差が見られ，「道路横断方法を知っている」と

回答した児童の確認回数が多かった（t（38）=4.32，

p<0.01）。一方，周囲を確認する時間や，見通し

の悪い箇所に存在するドライバの挙動を確認す

る行動などに，自己評価の回答の違いによる有意

差は見られなかった。 
 以上より，横断方法を知っていると回答してい

る児童は周囲を見る回数が多いことを根拠に，自

らの行動を適切に評価していると考えられる。し

かしながら，確認回数以外の行動を見ると，横断

行動の自己評価の違いによって学習状況下の横

断行動に差が生じることはなく，道路の横断行動

を知っていると回答した児童でも短い確認時間

で，ドライバの合図を確認することなく横断する

行動が見られた。 

 道路横断行動の自己評価を行う場合には，児童

が考える適切な行動のスキーマと実際の自分の

行動を比較することになる（図 2）。本研究で対

象となった児童は，この比較の際に，確認時間や

ドライバの合図を確認することとは無関係に，周

囲を繰り返し確認することが最適な行動と認識

して，自己評価を行った可能性がある．この児童

の認識から，自らが最適と考える行動を敢行しよ

うとする動機づけが働く学習状況下

7）

において，

実際の行動として，児童が最適と考える繰り返し

の確認が発現したと推察される。 
 以上の点から，低学年は，自らの横断行動を適

切に評価したとしても，評価の際に参照としてい

る適切な道路の横断行動のスキーマが，安全上必

ずしも適切ではない可能性が考えられる。 
 今後，道路の横断行動を知っていると回答する

児童が考える適切な行動スキーマを明らかにし，

自己評価と実際の行動との関係を把握し，本研究

の結果の妥当性を精査することが重要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 2.自己評価に関わる自己像と適切な像 

2-3 児童の自己評価スキルに関する情報収集 

2-3-1 先行研究例調査 

（1）実施内容と方法 

 子どもの自己評価および交通安全に関する資

料を収集するため，先行研究例調査を実施した。

得られた主な情報は，以下の通りである。 

（2）得られた情報 

・年齢の上昇とともに，自己認知として，「周辺

的記述（容姿・活動・所有物・好み・社会的役

割）」から，「中心的記述（特性・習慣的行動・

動機・態度）」が増加する
8)
。 

・児童の発達により，自己評価の基準や比較対象

が異なる
6)
。 

・年齢や運転歴の違いにより，ドライバの運転技

量に関する自己評価に差が生じる
9)
。 

・性格や態度などが交通状況中の対象物の危険性

に対する認識に影響を及ぼす。この危険の認識

に加えて，運転技量に関する自己評価が，事故

のリスクについての認知に関係する
10)
。 

2-3-2 有識者との勉強会 

（1）実施内容と方法 

 交通安全に関わる自己評価スキルの育成に関

する有識者との勉強会を実施し，カウンセリング

やコーチングの観点を踏まえた教育の考え方と

技法について情報収集を行った。勉強会は，2018
年 2 月 27 日（火）の 13：30－16：00 に実施し

た。会場は，茨城県産業会館であり，有識者 2
名の他，子どもおよび高齢者の安全教育を担当し

ている 13 名が参加した。得られた主な情報は，

以下の通りである。 

自己像

（自己に関するスキーマ）

適切な像

（適切な交通参加者スキーマ）

自己評価

自己像：低

or

適切な像：大

自己像：大

or

適切な像：小

自己過大評価自己過小評価

比較



（2）得られた情報 

・自己評価スキルと類似の用語にメタ認知がある

が，5・6 歳頃からこの発達がはじまる。 
・自己評価スキルを育成するためのコーチングの

中で，自分の能力や技量を点数化し（スケール

クエスチョン），教育を進める方法がある。 
・自己評価スキルを育成するためのコーチングの

基本は傾聴であり，学習者自身が自らを客観的

に評価できるようにコーチが支援する。 

・学習者の思考を視覚化する方法にマインドマッ

プがあり，学習者が知っていることと知らない

ことを把握することができる。 
・学習者の会話をもとに，繰り返し質問を行うチ

ャンクダウンの使用が，当人の課題を発見する

ために有効である。ただし，質問を多用し学習

者の心理的な負担にならないようにすること

が重要である。 
・GROW モデル（G：目標設定，R：現実の状況

分析，O：選択肢の把握，W：行動の意志の確

認）に従ったコーチングが有用である。 

2-4 まとめ 

 交通参加者が事故を惹起しないためには，自ら

の能力や技量を正しく判断する自己評価スキル

の育成が重要となる。 
 本研究では，歩行中の事故が多い児童を対象に

して，交通安全に関する自己評価の発達的変化を

調査した。また，発達段階に応じた教育を実施す

ることで，児童の自己評価が変容するか否かを把

握した。さらに，有識者との勉強会などを開催す

ることにより，子どもの自己評価の特徴や交通安

全に関する資料を収集した。 

 上記の研究結果から，児童の自己評価スキルを

育成するための配慮点として，少なくとも，以下

の内容が考えられる。 
【 児童の発達段階 】 

 児童が自己評価を行う場合には，適切な交通参

加者像と自己像の比較が必要となるが，適切な交

通参加者像となる比較対象や基準が発達段階に

より異なると考えられる。したがって，適切な自

己評価スキルの育成のために，子どもの発達的特

徴を理解することが求められる。 
【 児童の個人差と取り巻く環境 】 

 児童の自己評価は，発達的特徴だけではなく，

児童の性格や態度，世代，さらには児童を取り巻

く環境などが影響していると考えられる。したが

って，児童の自己評価を対象にする場合には，こ

れらの要因に配慮する必要がある。 
【 適切な交通参加者像の提示 】 

 適切な自己評価スキルを育成する際に，自己像

と比較される交通参加者像（前掲図 2）が，安全

にとって適切な像でなければ，交通事故を誘発す

る結果を招く可能性がある．したがって，適切な

自己評価スキルの育成とともに，適切な交通参加

者像を学習することも，交通事故の回避のために

必要となる。 
 交通事故を惹起しないように，児童の適切な自

己評価スキルを育成するためには，以上のような

配慮点を考慮しつつ，メタ認知の向上のために用

いられているカウンセリングやコーチングの考

え方や技法を用いた教育が有用と考えられる。 
 
３．今後の課題 

 本研究の今後の課題は，下記の通りである。 

・本研究では，道路の横断方法の自己評価を対象

にしたが，全学年を対象にして実際の知識や行

動との対応関係を調査するには至っていない。

また，交通安全教育の実施により，自己評価と

実際の知識や行動との関係がどのように変容

するかについても把握できていない。今後，全

学年を対象にして，教育前後の知識や行動の変

化を測定し，自己評価との対応関係を把握する

ことが，教育の効果を理解する上で重要となる． 
・実施したアンケート調査はつくば市の 1 校のみ

を対象にしており，今後，異なる地域の小学校

などに調査範囲を拡大し，本研究で得られた結

果の妥当性や信頼性を確認する必要がある． 

 
４．研究成果の公表方法 

 1 年生の適切な道路横断方法と学習状況下の

行動との対応関係を，2018 年度に開催される日

本交通心理学会で発表する予定である。 
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